
 為替週間展望＝ドル円はもみ合いながらも上値の重い展開か

　　　　　　　　　　［１月３０日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    1 月 23 日～ 1 月 27 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  129.74   131.12(24)    129.03(26)    130.15   +0.55

ユーロ・ドル  1.0841   1.0929(26)    1.0835(24)    1.0869   +0.0013

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    27,382.56     +829.03     日本10年債利回り   0.485   +0.099

ダウ平均株価    33,949.41     +573.92     米10年債利回り     3.495   +0.016

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

３０日　ＮＺ１２月貿易収支

３１日　日本１２月雇用統計、日本１２月有効求人倍率

　　　　日本１２月鉱工業生産指数速報値、日本１２月小売業販売額

　　　　豪１２月小売売上高

　　　　中国１月製造業ＰＭＩ・非製造業ＰＭＩ

　　　　スイス１２月小売売上高

　　　　スイス１月ＫＯＦ先行指数

　　　　独１月雇用統計、独第４四半期ＧＤＰ速報値

　　　　ユーロ圏第４四半期ＧＤＰ速報値

　　　　独１月消費者物価指数速報値

　　　　米雇用第４四半期コスト指数

　　　　米１１月住宅価格指数、米１１月Ｓ＆Ｐケースシラー住宅価格指数

　　　　米１月シカゴ購買部協会景気指数

　　　　米１月消費者信頼感指数

　　　　国際通貨基金（ＩＭＦ）が世界刑事見通しを発表

１日　　ＮＺ第４四半期雇用統計

　　　　中国１月財新製造業ＰＭＩ

　　　　独１月製造業ＰＭＩ確報値、ユーロ圏１月製造業ＰＭＩ確報値

　　　　英１月製造業ＰＭＩ確報値

　　　　ユーロ圏１２月雇用統計

　　　　ユーロ圏１月消費者物価指数速報値

　　　　米１月ＡＤＰ雇用統計

　　　　米１月製造業ＰＭＩ確報値

　　　　米１月ＩＳＭ製造業景況指数、米１２月建設支出

　　　　米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ、１月３１日～２月１日）政策金利

　　　　パウエルＦＲＢ議長記者会見

２日　　豪１２月住宅建設許可件数

　　　　独１２月貿易収支

　　　　英中銀（ＢＯＥ）政策金利

　　　　欧州中央銀行（ＥＣＢ）政策金利

　　　　ラガルドＥＣＢ総裁記者会見

　　　　米新規失業保険申請件数、米第４四半期非農業部門労働生産性指数

　　　　米１２月製造業受注

３日　　中国１月財新サービス業ＰＭＩ

　　　　独１月非製造業ＰＭＩ確報値、ユーロ圏１月非製造業ＰＭＩ確報値

　　　　英１月非製造業ＰＭＩ確報値

　　　　ユーロ圏１２月生産者物価指数
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　　　　米１月雇用統計

　　　　米１月サービス業ＰＭＩ確報値

　　　　米１月ＩＳＭ非製造業景況指数

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】日銀による政策修正への思惑はくすぶり続け、日銀関連のニュース

では円安よりも円高に振れる可能性が高い。一方で、米国ではインフレ率の鈍化傾向が

継続しており、ドル売りに振れやすい。こうした中、ドル円は戻しても一時的な動きに

とどまり、下落基調で推移するとした。

　　　　

【ＦＯＭＣや米雇用統計に注目】

　このところ、ドル円は１２８～１３１円台での振幅ながら、材料次第で上下に振幅し

ており、一方向の動きが続きにくくなっている。

　　

　２３日には、日銀が５年物の共通担保資金供給オペを行うと、円債の金利が低下して

円売りの動きにつながった。２４日には１月の米製造業ＰＭＩ速報値、米サービス業Ｐ

ＭＩ速報値が予想を上回ったことでドル買いの動きとなり、１３１円台前半まで上昇し

た。その後、１月の米リッチモンド連銀製造業指数の下振れを受けてドル売りの動きと

なり、１３０円割れまで下落した。

　　

　２５日は米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）が利上げペースを減速するとの観測が米長

期金利の低下につながり、ドル円は１２９円台前半まで下落した。２６日には昨年第４

四半期の米ＧＤＰ速報値の上振れなどから１３０円台半ばまで上昇した。２７日には１

月の東京都区部消費者物価指数の上振れで、日銀の政策修正期待から１２９円台半ばま

で円高に傾いた。このように方向感なく、振幅を続けている。

　　

　１月３１日から２月１日に米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）が開催される。ＣＭＥ

ＦＥＤウォッチでは、今回のＦＯＭＣでの０．２５％の利上げ確率は９９％前後となっ

ている。市場では０．２５％の利上げがコンセンサスとなっており、予想通りの利上げ

幅なら、注目は声明とパウエル議長の記者会見となる。

　　

　市場では利上げが一服した後、景気減速を背景に年後半に利下げに動くとの見方も根

強い。声明や記者会見では、こうした早期利下げ観測にくぎを刺すような内容が見込ま

れる。その場合は、ドル売りの動きは限定的となりそうだ。一方で、市場の想定以上に

ハト派的な内容となればドル売りに傾きそうだが、その可能性は低いとみられる。

　　

　また、１月３０日の週は、米経済指標に注目度の高いものも多い。２月１日には米１

月ＡＤＰ雇用統計、米１月製造業ＰＭＩ確報値、米１月ＩＳＭ製造業景況指数、３日に

は米１月雇用統計、米１月サービス業ＰＭＩ確報値、米１月ＩＳＭ非製造業景況指数が

発表される。３日の米雇用統計では、非農業部門雇用者数だけでなく、平均賃金も注目

される。平均賃金が市場予想を下回るようなら、賃金インフレの低下につながり、イン

フレ率を抑える要因になるとみられる。

　　

　米経済指標は強弱入り混じった内容になることが見込まれる。米国のインフレ率は伸

びが鈍化してきているものの、水準そのものはまだ高い。こうした中、米連邦準備制度

理事会（ＦＲＢ）は０．２５％の利上げをあと２回か３回実施するとみられる。

　　

　ドルは米経済指標に左右されながらも、ＦＲＢの利上げペース減速見通しが上値を抑

えるとみられる。円は日銀の政策修正の思惑などから、円買いに傾きやすい展開が見込

まれる。こうした中、上値の重い展開が続くこととなりそうだ。ドル円の目先の予想レ

ンジは、１２５．００～１３１．５０円。

　　

　上記以外の今後の日米の経済指標やイベントとしては、３１日に日本１２月雇用統

計、日本１２月有効求人倍率、日本１２月鉱工業生産指数速報値、日本１２月小売業販

売額。米雇用第４四半期コスト指数、米１１月住宅価格指数、米１１月Ｓ＆Ｐケースシ

ラー住宅価格指数、米１月シカゴ購買部協会景気指数、米１月消費者信頼感指数、２月

１日に米１２月建設支出、２日に米新規失業保険申請件数、米第４四半期非農業部門労

働生産性指数、米１２月製造業受注などがある。

　　

【ユーロドルは堅調な推移が継続か】



　ドルの軟調な流れや欧州中央銀行（ＥＣＢ）による利上げ継続観測などから、ユーロ

ドルはもみ合いながらも緩やかに上値を追う展開を見せている。

　　

　欧州中央銀行（ＥＣＢ）のラガルド総裁は、１９日のダボス会議でのパネル討論会で

「インフレ率は極めて高すぎる」「インフレ率を適時に２％目標へと安定させる」と発

言した。２３日の講演でも、「金利はなお大幅に引き上げる必要がある」「われわれは

インフレを下げなければならない」「高インフレが定着しないようにすることが肝要」

とインフレ抑制に意欲を見せた。

　　

　２日のＥＣＢ理事会で０．５０％の利上げが見込まれている。また、２５日にはナー

ゲル独連銀総裁やマクルーフ・アイルランド中銀総裁が３月以降も利上げが必要になる

可能性があるとの認識を示した。ＥＣＢによる利上げ継続姿勢を背景にユーロドルは堅

調な推移が続くとみられる。ユーロドルの目先の予想レンジは、１．０８００～１．１

１００ドル。

　　

　日米以外の今後の経済指標やイベントは、３０日にＮＺ１２月貿易収支、３１日に豪

１２月小売売上高、中国１月製造業ＰＭＩ・非製造業ＰＭＩ、スイス１月ＫＯＦ先行指

数、独１月雇用統計、独第４四半期ＧＤＰ速報値、ユーロ圏第４四半期ＧＤＰ速報値、

独１月消費者物価指数速報値、１日にＮＺ第４四半期雇用統計、中国１月財新製造業Ｐ

ＭＩ、独１月製造業ＰＭＩ確報値、ユーロ圏１月製造業ＰＭＩ確報値、英１月製造業Ｐ

ＭＩ確報値、ユーロ圏１２月雇用統計、ユーロ圏１月消費者物価指数速報値、２日に豪

１２月住宅建設許可件数、独１２月貿易収支、英中銀（ＢＯＥ）政策金利、欧州中央銀

行（ＥＣＢ）政策金利、ラガルドＥＣＢ総裁記者会見、３日に中国１月財新サービス業

ＰＭＩ、独１月非製造業ＰＭＩ確報値、ユーロ圏１月非製造業ＰＭＩ確報値、英１月非

製造業ＰＭＩ確報値、ユーロ圏１２月生産者物価指数などがある。
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